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　ハーバーガーによる法人所得税の帰着分析は，租税がないところへ新し

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I)く租税が導入されるという設定で行なわれた．ミーズコウスキーはハーバ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2)－ガー・モデルを法人所得税以外の�税の分析にも適用した．本稿ではこ

れらの人々が行なったと同じことをすでに租税かおるという設定で行なっ

てみたい．

　　　　　　　　　　　　　一　　般　　税

　まず，ハーバーガー・モデルでは，一定税率でかけられる完全に一般的

な税は，経済循環過程のどの点にかけられようと，すなわち，生産要素に

かけられようと生産物にかけられようと，また家計サイドにかけられよう

と企業サイドにかけられようと，労働者と資本家に対して中立的に帰着す

ることを示そう．

　便宜上，政府部門を除いたハーバーガー・モデルの方程式体系をかかけ

　　　3)ておく．

↑　この研究を進める過程で私は追手門学院大学の渡部重明氏と和歌山大学の牧野

　源泉氏に負うところが大きい，両氏は多くの時間を割かれて私の質問に答えられ，

　私との討論に応じられた．ここに厚くお礼申上げる．もちろんこの論文の責任は

　すべて私にある.

1）Harberger［1］･

2) Mieszkowski [2].

3］ノヽ－バーガー・モデルそのものの説明はここでは省略する.
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　（9）八＝1

これらの方程式を順次微分表示になおしたものは，つぎのとおりである．
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　　(7)dP^＝八dP^十几dPL

　　(80 dPy＝旅dPバーg丿P,

　　(90　dP.＝Q

　まず第1に，生産要素に対する一般的な税で家計サイドにかけられる場

合(一般所得税)について考えよう．この税をモデルに導入するにはどうす

ればよいか．任意の家計の予算制約式は
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　　7＝PχX十PyY

と表わせる．ここで7は所得である．比例税率Zで一般所得税が導入され

ると，上述の関係は

　　/(l－○＝PχX十PyY

となる．これはつぎのように書き加えることができる．

/ =☆X十☆Y

これより，税率丿の一般所得税は家計が当面するX財とY財の価格（税込

価格）をそれぞれ☆，ｿｽﾞｹにすると解釈できる

　家計が当面するX財とY財の価格は，前述のモデルの中では式（1）に出て

いる．税率乙の一般所得税をモデルに導入することは，この式の価格が変

ることを意味する．すなわち，式田は

χ＝

―

と修正される．

　しかし課税によって式山は実質的になんら影響されないことはあきらか

である．したがってdPχはなんら影響されない．すなわち, dPχ＝Qで

ある．これは労働者と資本家の相対関係がなんら影響されないことを意味

する．

　つぎに，生産要素に対する一般税が企業サイドにかけられる場合（一般

生i税）について考えよう，　税率Zの一般生産税のために企業が当面する

資本と労働の価格（税込価格）がそれぞれ戸バ1十t), 瓦（十t）になる．こ

れは前述の方程式体系の式（3）,（4）にかかおり，それぞれ

瓦i-＿x/Pバ1十t)
匹っ悦a+t))

亙r ＿r　Pバ1+う)
‾こフニ(7）(几(1十t)

)
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と修正されるが，実質上は無影響である．

　また式(7), (8)がそれぞれ

　　PχX＝Pχl十t)Ky:十Pt(l十t)Lχ

　　PyY＝Pバl ＋t)Kr十几(1十t)Lr

と修正され，それに応じて微分表示の式(70, (8)がそれぞれ

　　dpχ＝ル(ドゼ)dPχ十fdl+t)d几十壽

　　dPy＝烈(十t)dPχ十gL(l十t)dP,十直

と修正される．新しい体系を解くと，結局dPχ＝Oとなる．したがって帰

若は資本家と労働者に対して中立的である．

　第3に，生産物に対する一般税で家計サイドにかけられる場合(一般支

出税)についてみよう．任意の家計の予算制約式は，比例税率jの一般支

出税がかけられることによって

　　/＝Pχ(l十t)X÷Prd十t)Y

になる．課税によって家計が当面するX財とY財の価格(税込価洛)はそれ

ぞれ戸x(十t), PA工十りになる．一般所得税の場合と同様，これは前述

の方程式体系の式(1)にかかおるが，実質上無影響である．したがってその

帰着は中立的である．

　最後に，生産物に対する一般税で企業サイドにかけられる場合(一般売

上税)について述べる．　税率jの一般売上税により企業にとってのX財と

Y財の価格(税引価恪)はそれぞれPx(l－匂，Pr(l－りになる．これは前

述の方程式体系の式(7), (8)にかかわり，それぞれ

　　PAl－t)X＝PχKχ十PlLχ

　　PAl－t)Y＝PχKy十PlLt

と修正される．これに応じて式(7り, (8)がそれぞれ

麗

麗
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に修正される．新しい休系について解くと，やはりどPr＝Qとなる．した

がって帰着は中立的である．

特定の生産要素に対する一般税

　特定の生産要素（資本または労働）に対する一般的な課税の帰着について

考えよう．資本と労働のいずれか課税対象にされると考えてもさしつかえ

ないが，ここでは資本が課税されると仮定しよう．　この税が，企業サイド

にかけられるときは，一般的な資本利用税ということになり，家計サイド

にかけられるときは，一般的な資本所得税ということになる．ここでは前

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4)者の場合を想定して分析を進めることにする．

　税率丿で一般的な資本利用税が導入されると，企業にとっての資本サー

ビスの税込価格は八（1十〇となる．このため前述の方程式体系の式(3),

㈲がそれぞれつぎのように変る．

尺χ＿χPバ1十〇耳一貯っ二）

Kr ＿r(Pバ1十〇四千¬二）

に応じて式ぼ）, （4）もそれぞれっ芒

愉一介＝sχdPχ一麗

等一介＝ﾀﾍﾞdPK一心

それに応じて式ぼ）, （4）もそれぞれつぎのようになる．

また式(7),(8)もつぎのように変る･

　　PχX＝Pバl十t)K.十PlLχ

　　PrY＝Pバ1十t)瓦r十几≒

それに応じて式(7), (8')もつぎのようになる．

4）後者の場合かハーバーガー・モデルで取扱えるかどうかは目下筆者にとって疑

　　問である.
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　　dPχ＝エ(ト付)dP^ +几沢十几dPL

　　d=r＝恥(十t丿馬十g謳t十gidPL

　新しい体系を解くと

　　(10)訂^＝長励

を得る. itの係数は, t＝oのとき, －1になるが, t＞Qならば，－1よ

り小さくなる．　これはつぎのことを意味している．すなわち，新しく一般

的な資本利用税が導入される場合には，租税負担はすべて資本家に帰着す

るが，すでにその税が存在するときその税率が引上げられる場合には，負

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5)担の一部は労働者にも及ぶということである．

　　　　　　　　　　特定の生産物に対する税

　特定の生産物（X財またはY財亘に対する税の場合について帰着式を求

めよう．ここではX財に課税されると仮定しよう．課税技術上はやはり，

家計サイドにかける場合と企業サイドにかける場合に分れる．

　まず前者の場合を想定しよう．従価税率乙で課税されることにより家計

にとってのX財の価格（税込価格）はPx（l十t）になる．これによりモデ

ルの式剛がつぎのように変る．

ズソ響戸)

に応じて式(1)がつぎのようい

ヰ＝£(麗)χ一麗

これに応じて式(1)がつぎのように変る．

これを入れ加えて体系を解くと，帰着式

5）生産要素の供給が固定されている当面のモデルの性質上，直観的には，特定の

　生産要素に対する一般税はすべてその要素に帰着するように思われる．しかしそ

　の直観が正しいのは初期状況が課税を含まない場合だけであることは興味深い．

　すでに課税か存在する場合になぜ帰着力寸他の要素に及ぶかは目下筆者にとって疑

　問である．
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　　　☆(士一白

E電K…………几)(好一廿)一応一e (ｽﾞ

　　　　6)が得られる．

　つぎに同じ税が企業サイドにかけられる場合を考えよう．この課税によ

り企業にとっての生産物Xの税引価格かPx(工－りになる．このため式!7)

がつぎのようになる.

　　？x(l－t)X＝P^尺^十PlLχ

これに応じて式(7)がつぎのようになる.

　　dPχ＝☆dPK十有麗

　これを前述の方程式体系に入れ加えて解くと，帰着式

（11-b）dPχ＝ 壽

を得る･

　式（11-a）と（11-b）を比較するとあきらかだが，家計サイドに課税さ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7）れる場合と企業サイドに課税される場合とでは帰着式が異なる．

6）この式でf=0とおくと，初期条件に租税を含まない場合の帰着を示すことに

　なるか，それはミーズコウスキーがその場合について求めた式（A 12）と符合す

　る. Mieszkowski （2], p. 261.

7）これは直観的に不可解な結果である．ここに仮定されているような競争モデル

　において，課税客体か同一である二つの税が，課税サイドが異なるというだけで

　帰着が異なるとは，ふしぎではないか．これをいかに理解するかは目下筆者にと

　って疑問である．

　　初期条件に租税を含まないときには，すなわち≪＝0のときには，式（1トa）

　と（11-b）は等しくなる.

　　　　　　　　　　　　　　　　－55－
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特定部門の生産要素に対する税

　特定の生産要素（資本または労働）に対する税についてはすでに述べた･

今度は特定部門（X財部門またはY財部門）で雇用されるすべての生産要素

に対して（資本と労働の両方に）かけられる税についてみよう．　この種の税

が家計サイドにかけられる場合については，これを前述の方程式体系に組

み入れることができない．ここでは企業サイドにかけられる場合を考える

ことにする．

　従価税率tでこの税が導入されると，企業にとっての資本と労働の価格

（税込価格）はそれぞれPバ工÷0，几（1十〇になる．これより式!3)が

介才(尚尚)

となるが，しかし実質上は無影響である．

　また式(7)がつぎのように変る･

　　PχX＝Pバl十t)亙x十几(工十〇≒

これに応じて式(7)がつぎのように変る･

　　dPχ＝ル(l＋t)dPχ十几(1十t)d八十冶

これを用いて方程式体系を解くと，帰者式

(12)銀石臨一几(トソ分
子竃士

(ｿ介＋

が得られる。

　式闘は式（11-a）および（11-b）とは等しくない。しかしt＝Qのとき

は，これらは等しくなる。　これは特定部門の生産物に対する税とその部門

の要素利用税について，既存の税率を変える場合には帰着の点て異なるが，

新たに税が導入される場合には同じであることを意味している。
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　　　　　　　特定部門の特定生産要素に対する税

　ある特定部門（X財部門またはY財部門）で雇用される特定の生産要素（資

本または労働）に対する税についてみよう．この税にもやはり家計サイド

にかけられる場合と企業サイドにかけられる場合かおる．ハーバーガー・

モデルでは後者の場合しか取扱うことができない。

　Zの従価税率でX財齢門の資本利用に対して課税されると仮定しよう．

この部門の企業にとって資本サービスの税込価格はPバ1十〇になる．こ

れによって式(3）はつぎのようになる．

士う甘言∩
これに応じて式(3)がつぎのようになる．

愉一万今^ =Sx(麗

　また式(7)がつぎのようになる。

　　PχX＝PAΛ十t)K^十P山χ

これに応じて式(7)がつぎのようになる。

　　dPχ＝ルl十t)dP,,十八励十几dPi.

　課税を導入した方程式体系を解くと，帰着式として

（13）iPχ＝

　　　　　　8）
が得られる．

召[叙一几[1十〇](士一介)一斗一s.(
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